
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

社会福祉施設等物価高騰対策支援
給付金

①物価高騰が続く中、社会福祉サービスの質の確保と経
営の維持、施設利用者の負担軽減を図り、安心してサービ
スを受けられる環境の維持を図る。

②社会福祉施設等への給付金　（財源：その他4,092千円
は一般財源）

③令和６年度と令和５年度の差額により補助単価を積算
（４ヶ月分相当の支援）
　ア）光熱費　15,650千円
　　　 入所施設　140千円×59施設＝8,260千円
　　　 通所施設    70千円×65施設＝4,550千円
　　　 その他　 　  40千円×71施設＝2,840千円
   イ）食材費　13,764千円
　　　 入所施設　   6千円×1,671人＝10,026千円
　　　 通所施設　 　2千円×1,869人＝ 3,738千円

④児童福祉施設、障がい福祉施設、高齢者福祉施設、救
護施設など
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令和７年度　第１回　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画


